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内部交渉型企業の成長と競争
石 黒 真 吾
1は じ め に
本論文 の 目的は,Aoki(1984)やMiyazaki(1984>らによ って開発 ・発展
され た内部交渉型企業のモデルを複 占市場 にお ける他企業 との戦略的相互作用
を含 んだ モ デルへ と拡張 す る こ とで,内 部 交渉 型企業 の行 動 お よびそ のパ
フォーマ ンス特性 を明 らか にす る ことであ る。
伝統的 な新 占典 派企業理論 において は,企 業の行動]的 は株 主の目的たる利
潤最大化 と同一視 されていた。つ ま り,あ たか も企業 とは株 主 とい う単一 の利
害 を持つ経済主体 と同一 の もの として扱われて きた。 しか しなが ら,当 た り前
の事 実 として,企 業 とは複数 の利害 を持つ経済主体 によ って構成 され たひとつ
の組織体 である。 そこで,80年代 に入 ってか ら,こ うした事実認識 を基 に して,
企 業組織 内の複数 の経済主体 間の利害関係 を分析する ことで企業 の行動様式 を
明 らか に しなければ ならない,と い う問題意識が生 まれ てきた。 こう した問題
に対す る ブレー クスルーがAoki(1994),Miyazaki(1984)らの内部交 渉型
企業 の理論であ った。 ここで,内 部交渉型企業 とは,企 業の雇用 ・投資 ・賃金
等 の経営政策が株 †藻 団 と労働者集団 との内部交渉 を通 じて決定 され るような
企業 の ことを表 してい る。つま り,こ の理 論モデルによれぽ,企 業 とは株 主 と
労働者 とい う利害の異なる経 済主体 によって構成 されてお り,企 業の行動様式
は彼 らの交渉 によって特徴づ け られる ことになるのであ る。当然,ど のよ うな
経営政策が決定され るかは,株 主集 団 と労働.者集団 との相対 的交 渉力 の大 きさ
























本論文の構成は次のとお りである。H節 は,基本モデルを提示 しその分析を
試みる。冊節は結論である。
Hモ デ ル 分 析
我々は,内部交渉型企業(以 下IBF)と利潤最大化企業(以 下PMF)が競
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合す る複 占市場 を考 える。例 えば,IBFは ある 」国の企業 で,PMFは あ るA
国の企業で あると し,そ れぞれが第三国市場で競争 している状態 を想定 してい
る。IBFとPMFの それぞれは,こ の市場で 同質財 を販売 してい るもの とする。
また,こ の市場 の逆需 要曲線は,P=〃 ⑫+4a)で 表されてい る もの とす る。
ここで,ガ 〈0,ガ≒0で あ り,ま た,4r(90)はIBF(PMF)の生 産量 を表 して
いる。 それ ぞれの企 業の生産 関数 は,e'f(N,),ゴ=ゼ,ρであ るもの とし,プ>0,
f"<0とす る。 ここで,εεは労働 者 の平均努 力を,賜 は雇用量 を表 してい る。
それぞれ の企業 の労働者 は,コ ス トCを 払 って努力 ♂ をす るか,コ ス トゼ ロ
でe'の 努 力をす るか を決定す る。 さ らに,我 々の分析はそれぞれ の企 業の雇
用 量が一定率で成長 している定常状 態に限定する。つ ま り,莇 は一定率gノで
成長 してい る もの とす る。 また,こ の成長 には労働者 一人当 た り φ(&)の成
長費用 が掛 かる ものとす る。 ここで,0'>0,φ">0,1imφ=・。を仮 定す る。
忌一唖
さ らに,両 企 業 には二つの ランクが あ り,上 位 の ランクの賃金 は 鵡 で,
下位 の ラ ンクの賃金 は"置ノとす る。 ここで,"A,〉甜～,"㌧∈【0,ω]fork=h,'
とす る。両企業 は,労 働 者に対す るインセ ンテ ィブシステムと して内部昇進 を
採用 してお り,従 って各企業 の上位 ランクのポ ス トは下位 の ランクの労働者 の
内部昇進 を通 じて埋 め られる もの と仮定す る。 ただ し,各 企業 の労働 者はすべ
て 同質的であ ると想定す る。また,我 々のモデルで は,株 主お よび労働 者は2
期 間だ け当該企 業に参加 し退 出す る もの とす る。今期 入社 した労働者 は,下 位
の ランクに配属 され,努 力水準 を決定す る。そ して,来 期 において,昇 進で き
るか どうかが決定され,昇 進すれ ば.E位の ランクに,昇 進 で きなけれ ば下位 の
ランクに留 まる ことになる。 また,今 期の期 末 において(.今期労働者が努力水
準 を決定 した後)来 期 の成 長率 と賃金構造が決定され る もの とす る。
今期 雇 われ た 各.企業 の個 々の労働 者 は,高(低)い 努力 をす れ ば,確 率
駅 σ,)で来期上位 ラ ンクに昇進で きる もの とす る。 ここで,切 〉的 であ り簡単
化のために α=a,foralljとす る。 さらに,今 期雇わ れた新規 労働 者は今期の
成長率お よび賃金構造が来期 も続 くであろ うとい う静的期待 を形成 している と
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仮 定す る。
以 ヒの仮 定の.ドで,各 企業 は新規労働者 を雇 う段 階において,次 の制約に直
面す ることになる。
ゐノπ!@つ 一ひ(妨)}一〇≧召{ひ(〃㌧)一U("'ノ)}i==,P(ノ,c)
ひ@つ 十b;U@ゐノ)十(1一うメ)ひω っ一C≧2硫 ノ寓ゴ,ρ(∬.R)
こ こで,(1.C)は 新規 労 働 者 か ら高 い努 力 を引 き出す た め の条 件 を,
(」,R)は新規 労働 者の参加 条件 を表 している。 ここで,σ は労働 者の効用 関
数で,び>0,び 「く0と す る。 また,仇 は新 規労働者 の留 保効用 を表 してい
る。 また,労 働者の割引因子は1と 仮定 した。
ところで,(1.C)が満 たされ る均衡で は,両 企 業 にお いてすべ ての労働者
が 高い努 力を選ぶ ので,個 々の労働者が 均衡で 直面す る客観 的 な昇 進確率 は
島=うノ(勘):=(2十畠)/(1+左),ノ=1,♪とな る。 ここで,左 はスパ ンオブ コン ト
同一ルを表 してお り,両 企業 におい て時 間を通 じて一定である もの とす る。
我 々は,IBFの 今期労働者 の 甘的 は当該企業 に参加す る ことで得 られ る期
待効用 の最大化で ある もの と仮定す る。 また,今 期労働者は,来 期 の企業成長
率 と賃金構造 とに関心 を持 ってい.るこ とにな る。なぜな ら,今 期 の成長率 と賃
金構造 はすで に前期 の政策によって決定 されてい るか らである。 そこで,今 期
労働者 の 目的 は来期得 られ る期待効 用 躍 偽,勘,8D):=う(g`)び(晒)+(1一δ
(g,))σ@「1)を最大 にす ることである と想定 され る。
次 に,株 主が受 け取 る利潤 について説明を しよ う。株 主は2期 間当該企業 に
参加 す ると仮定 してい るので,彼 らの 目的は次式 を最大にす ることになる。
巧:=C.P十 ノ～ノ(9ピ,SD)一【πア～(2十9ノ)十ゐ(9ノ)(ガゴー ～が∫)]一φ(9ゴ)
forj=i,ρ
ここで,C.Pは 今期利潤 を表 してお り,ま た,R,:=P・の で あ り,株 主 の
割引 因子 は1と 仮定 した。 さらに,今 期株主 にとって今期利潤 は前期 の政 策に
よ って決定 されてい るので所与である。従 って,今 期株主 にとっての 目的は来
期利潤の最大化 とい うことになる。
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ここで,ε(0≦s≦1)はIBFにお ける労働者 の相対 的交渉 力の大 きさを表 して
い る。 よって,IBFの 問題 は この相対 的交渉力 によって ウエイ トづ け られた
NashProductを最大 にする ことであ る。 また,労 働 者 と株主 の威嚇 点の レベ
ルは簡単化 のためにゼ ロと仮定す る。 さらに,以 下の分析 を容易 にす るため に
次 の仮定 を置 く。
A(CB)=(IBF)の交渉集合 は任意 のgρに対 して凸であ る。
ところで,上 記 の問題 を直接解 くのは困難であるので,二 つ の問題 に分解 し
て考 え よう。す なわ ち,第一一一に成長率を所与 として賃金構造 を決定 し,次 に最
適 な成長率 を決定 す る。 しか しなが ら,一 般 的 には制約式 で あ る(1.C)と
(ゑ1のが有効か どうか に依存 して多 くの解が存在 しうる。 そ こで,分 析が煩
雑 にな ることを避 けるため に,そ うした解 の完全 な記述で はな く興味深い結論
が得 られ る特定の ケー スに分析 を限定 しよ う。
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る こ と に な る 。 し か し な が ら,IBFに お い て は,最 終 的 な 分 析 が5=0の 近 傍
に 限 ら れ る の で,5が あ る 範 囲[0,5*]に 属 す る ケ ー ス を 考 え る こ と に し よ う 。
そ の た め に,slogW十(1-s)logY,を ガ,と 〃`で 微 分 す れ ば,次 の 補 題 を
得 る 。
補 題1:あ る 区 間[0,$W]に 属 す る ε に 対 し て 次 式 が 成 立 す る よ う な ザ が




証 明)上 記 の 定 義 よ り,[2+g一 飯9」)]>Oforanyg,を 使 え ば,F(0)
=一[2十 勘 一 ゐ(8i)】/骸〈0を え る 。 さ ら に,〔 プ>0よ り,F(1)=[1-6(g;)]
び(酷)/W>0を え る 。 よ っ て,FのSに つ い て の 連 続 性 よ り,F(5一
伽 ㌧,鵡,8`,8ρ))ニ0と な る1>5一(.)>0が 存 在 す る 。 こ こ で,5(.)は 陰 関
数 定 理 よ り連 続 と な る 。1>5　 (.)〉⑪ は 任 意 の8+,$D,繊,躍'`に 対 し て 成 立 す
る の で,1>infs一(.)>0を え る 。 こ こ で,infs一(.)=0とは な ら な い こ と は 次
の よ う に 示 せ る 。 今,の=(8,,gρ,ガr,"',)とし よ う。 そ し て,仮 にinfs一=0
で あ る と し よ う。 こ の と き,s棚 〔必吟 →infs一 と な る 列 記彿(>0)を と ろ う。
そ の と き,5一 の 定 義 よ り,任 意 の 規 に 対 し てF(ヅ 耀)=0と な る 。 しか し,
Fは ∫ に つ い て 連 続,ゴ は 置 に つ い て 連 続 よ り,配 を 十 分 大 き く 取 れ ば
0=F(5¶(〆))→F(infs一)=F(0)〈0よ り矛 盾 が 生 じ る 。 同 様 に して,0(s)
の 定.義よ り,θ{5'(,〉}=0かつ1>infs「(.)>0と な るinfs「(.)をえ る 。 よ っ
て,s*==min{infs一,inf∫'}を定 義 す れ ば,所 望 の 結 果 を え る 。(了)
以 上 の 結 論 よ り,.以下 の 分 析 はSin[0,3*】に 限 定 す る こ と に す る 。 ま た,こ
の 補 題 よ り,次 の 補 題 を 導 く こ と が で き る 。











こ こ で,四 壁,"瞥 ぽ そ れ ぞ れ α.C)と σ.R)が 有 効 と な る 賃 金 で あ る。
こ の と き,(IBF)'と(PMF)「 の(∫,C)と(∬.1～)は 任 意 の 畠(ノ=∫,ρ)に 対






















証 明)最 初 に,補 題 の 条 件 の も と で,(PMF)'を 分 析 し よ う。 補 題 の 条 件 と
{ノ"<0よ り,[2十8>一 酉(8ρ)】こノ「(z〃㌔)〈[2一 わ(8n)]{プ(側'ρ)正oranyw㌔≧
ガ ρ*,め ≦鴎*を え る。 こ の と き,(PMF)「 に お い て(∬.C)と α.尺)は 有
効 と な る(図1参 照)。 図1に お い て は,曲 線Rに よ っ て(1.R)が 有 効 と な
る 晒 と 躍「`の組 み 合 わ せ が 表 さ れ て お り,ま た,曲 線Cに よ っ て(」.C)が
有 効 と な る ガ 直と=〆 」の 組 み 合 わ せ が 表 さ れ て い る 。 さ ら に,斜 線 領 域 は
(1.1のと(1.C)を 満 た す 節融`と ω」rの組 み 合 わ せ の 領 域 で あ る 。 次 に,
(IBF)'を考 え よ う 。 ま ず,ひ ⇔ の 仮 定 よ り,NashProductは 躍～,娼 に 関
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して 凹 で,か つ[0,3*]に 属 す る5に 対 し て そ れ ら の 減 少 関 数 と な る 。 そ こで,




こ れ よ り,任 意 のg.に 対 して 次 を 得 る 。
一難i 。,.CON,T<(2蒜浮評
f・rany"「」≦ 幽*,璃 ≧ ωぬ1*
よ っ て,(IBF)「に お い て も(1.C)(1.R)は 有 効 と な る(図2参 照)。 図2に
お い て は,NP@撃,鵡*)に よ っ て 丁 度(1,C)と α.1～)が 有 効 と な る 場 合




















次に,IBFに おいて企業 の成長率 が労働者 の期 待効用 に どの よ うな影響 を
与えるか を分析 しよう。企業成長率 の上昇 は,一 方では労働者 の昇進確率 を上
昇 させ る とい う効 果 を もつが,他 方 では(1.C)(1.R)が有 効で ある場合 に
は上位 ランクの賃金 を下 落させ る とい う効果 をもつ。 そのため,全 体の効果が
どうな るかは一般 的には言 えないのだが,あ る一定 の条件 の もとで労働者の期
待効用 は企業成長率の増加 関数 である ことを.次の補題 よ り示す ことがで きる。
補題3:A(LB),A(1)が満た されて いる もの としよ.う。 また,α ∈[0,1/
2]に対 してb(g,)〉αが満 たされ てい る もの と しよ う。 この とき,労 働 者 の
期待効用 は成長率の増 加関数 となる。
証明)補 題2よ り,s∈[0,s*]に対 しては,(IBF)「においてfir,c)(∫,1～)
は有効 となる。 そこで,今 期労働 者の来期実現す る期待効用 をつ ぎのよ うに定
義 しよ う。
躍*(9`):=δ(8虞)U(w";*(9謬))十(1一∂(8∂)U(w`(8r))一c
これ よ り,次 式 をえる。




ここで,占 〉〃(2-3a)が満た され るため には,α 〈1/2でなければな らない。
さ らに,α∈[0,1/2]に対 して,α 〉〃(2-3a)なので,δ 〉σでな けれ ば な
らない。(了)
以上 の分析 を踏 まえた上で,均 衡成 長率 の決 定につい て分析 しよ う。A(1)
の仮 定 に よって,(PMF)'と(IBF)「と にお い て(1.C)(∬,1～)は任 意 の
g,(ゴ=ゴ,ρ)に対 して有効 となる。 よって,元 々の問題で ある(PMF)と(IBF)
に戻 った とき,賃 金構造 は常 に(∬,C)(∬.R)が有 効 とな るよ うに決定 され
るので,我 々は成長率の決定のみに分析 を集 中で きる。そ こで,各 ランクの賃
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金 が 成 長 率 に 依 存 す る こ と を 明 示 し た 上 で,株 主 の2期 間 利 潤 を 次 の よ う に 定
義 す る 。
LZ㍉(9`,9ゆ)==C.P十1～∫(9∫,9a)一{〃,*(爵)(2十9ノ)
+δ(勘)[鵡*(勘)一"「`*(島)]}一φ(8ノ)forj=ガ,ρ
これ よ り,次 の 補 題 を 得 る 。
補 題4=A(CB),A(1)が 満 た さ れ,1/2>α=1/(1十 κ)お よ び8∫*:=
argmaxVi(g,,1)>0が満 た さ れ て い る も の と し よ う。 こ の と き,5∈[0,s*]
に 対 し てNash均 衡 成 長 率 の 組(g"直,B"D)が存 在 す る。 た だ し,1>g"」>O
forj=i,pで あ る 。
証 明)仮 定 のlimO=。 。 に よ っ て,PMFは 決 し てgρ=1を 選 ば な い 。 ま た,
解　【
帥*>0お よび ∂Rρ諺/∂齢∂g.〈0より,PMFの 選ぶ最適成 長率 は開区間(0,1)
に属 し,そ れ はIBFの 成 長 率 の 減少 関数 で もあ る。 他 方,A(CB),A(1),
1/2>σ=1/(1+κ)よりs∈[0,s*]に対 して補題3が 従 う。従 って,IBFの
労働者 の期待効用 は成長率 の増加 関数 となる。 これよ り,5∈(0,5*)に対 して,
IBFの成長 率 は5=0に 対 す るそ れ よ りも大 き くなる。 しか し,PMF同 様
IBFの選 ぶ成長率 も決 してg;=1と は ならない。また,IBFの 最適成長 率 は
g,*(>0)よりも小 さ くな るこ とは ない、最後 に,IBFの 最適 成 長率 もPMF
の成 長率 の減少関数である。 これ よ り,PMFとIBFの ゲームのNash均衡成
長率の組(娼,%,n)が必ず一つは存在 し,1>島毎>0,ゴ=∫,ρであ る。
(了〉
この補題 は,Nash均衡の存在 を保証 してい るのだが,そ の一意性 は明 らか
ではない。 しか しなが ら,以 下の比較静学分析のために均衡 の一意性 を仮 定 し
よう。 この仮定 の もとで,次 の命題を得る。
命 題:A(CB),A(1),1/2>α=1/(1+κ),畠*>0が満 た され,ま たNash
均 衡が一意で ある もの と しよ う。 この とき,5∈[0,5判に対 して,∂g"ノ∂5>
0,∂BAD/∂s<0であ るQ
証明)仮 定 のA(CB),A(1),1/2>Q=1/(1+幻,gノ*>0によって,補 題4
4呂(292)第155巻 第3号
が成 立す る。よって,Nash均衡 が存 在 し,ま た,仮 定 よ りそれ は一意で ある。
さ らに,補 題3よ り,5∈[0,5*]に対 して,IBFの 労働 者 の期 待効 用はIBF
の成長 率の増加 関数 となる。従 って,sが 大 き くなれば,IBFの 反応 曲線 は右
方ヘ シフ トし,か つ戦略的代替 関係 が存在 してい るので,命 題が従 う。
(了)
この命題 は,IBFの労働 者の相対 的交 渉力 がある範 囲内で増加 すれば,IBF
の均衡成長率が増 加す るこ とを表 してい る。 この命題の成立す る理 由は,次 の
とうりで ある。 まず,IBFで は成 長率 と賃金構 造 を決 定す る際,そ れが単 に
株 主の利益 にどう影響す るかだ けではな く労働者 の効用への効果 も考慮 され る。
我々のモデルで は,企 業成長率は直接 的には労働 者の昇進確 率 に影響 を与 え る。
特 に,成 長 率 の.ヒ昇 は昇 進確 率 を上 昇 させ る。 しか しなが ら,(1.C)と
(1.R)が有効 となる とき,成 長率 の上昇 は上位 ラ ンクの賃金 を減少 させ,下
位 ランクの賃金 を上昇 させ ることになる。 これ は次 のように説明で きる。すな
わち,労 働者 の観点か らは,成 長率 の上昇 による昇進確 率の上昇 と上位 ランク
の賃 金上 昇 とは,と もに昇 進か らの期待利得増加 う(8)[U(w")一U@')]をも
た らす とい う意味で 同 じ効 果 を持つ。 それゆ えに,(1.C)が有 効であ る限 り
成長率 の上昇 は上位 ランクの賃金の減少 を もたらすのであ る。 また,こ の とき
(∬,R)を満 たすために下位 ラ ンクの賃金が上昇 しなければ ならない。従 って,
成長率 の上昇 は昇進確率の上昇,上 位 ランクの賃金の下落,下 位 ランクの賃金
の上昇 を もた らすのである。 これ らの効果 の合計 の結果,あ る条件 の ドで労働
者 の期待効用が成長率の増加 関数 になることが示 され る。 これが補題3の 結論
で ある。 これ より,労 働者 の企業成 長率か らの利益 を考慮 して成長率 を決定 し
ているIBFに おいてはPMFよ りも相 対的 に高い成 長率 を志 向する ことにな
り,ま た,労 働 者の相対 的交渉力が増加すれば この ことはさ らに成立す る。 こ
こで,PMFとIBFと のゲー ムに戦略 的代替 関係が存在 すれ ば,IBFの 労働
者の相対的交渉力 が増加 したときIBFの 均 衡成長率 は高 ま り,PMFの 均衡成
長率 は逆 に低下す ることになるのであ る。
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Aoki(1984)によれば,企 業成 長率が内部 昇進 とい うルー トを通 じて労働
者 に与え る利益 を無視 して政策決 定を行 う企 業(新 古典 派的 な利 潤最大化企
業〉 よ りもその ことを考慮 して政策決定 を行 う企業(内 部交 渉型企業)の 方が
よ り高 い成長率 を志 向す る ことが指摘 されてい る。 また,Aoki(1988)にお
いては,こ うした結論が 日本企業の行動様 式を説明す るために援用 され ている。
つ ま り,日 本企業 は明示的ない し暗黙 的に労働者利益が企業 の経営政策の決定
に反映されてお り,そ れが成長志 向 とい う行動様式 を導いてい る,と 説明され
る。 しか しなが ら,Aoki(1984)のモデルは,企 業組織 の内部均 衡 に分析 の
焦点が与 えられてお り,外 部 の競争環境 の効果 を分析 してい ない。従 って,内
部交 渉型企業 の成 長志向 とは,.単に内部組織の均衡状態 として特徴づ けられ る
ことになる。 しか しなが ら,我 々の モデ ルでは.内 部交 渉型企業 の成長志向型
行動 が,単 に内部交 渉の均衡 だけで はな く,複 占市場 にお ける ライバル企業
(本モデ ルで は利 潤最 大化企業)と の戦略 的関係の文脈 にお いて も分析 されて
い るので ある。 さらに,こ うした分析 を通 じて,次 の よ うな興味深い含意が引
き出 され る。す なわち,内 部交渉型企業 は利潤最大化企業 よ り良好なパフ ォー
マ ンスを引 き出 しうる可 能性があ るとい うことであ る。なぜなら,内 部交渉型
企 業は相対 的 に利潤最大化企業 よ りも労働 者の内部昇進からの利益 を考慮 して
いる分 だ け高い成長 を志 向す るのだが,こ の ことは,さ らに戦略的代替関係の
存在す る市場で は ライバ ル企業に対 して戦略的優位 な立場 にたて ることにな る
か らで ある。 この ことを見るために,今 期株.宅が来期得 る利潤がPMFとIBF
の どちらで よ り大 きいか を分析 しよ う。 ここで,今 期利潤 は今期株主に とって
は,前 期の政策決定 によ って決まってお り所与であ ること,従 って,今 期株主
にとワて操作可能 な利潤 は来期のそれだ けであ る とい う.ことに注意 して,IBF
の今期株主がえる来期利潤 と労働者の相対 的交渉力 との関係 をみ るこ とに しよ
う。
各企 業の株主 が得 る来期均衡利潤を,n,(∫),ゴ=ゴ,ρとしよ う。.また,Q(s):











こ こで,(IBF)の成長率 に関す る1階 条件 よ り,4yl〃gF4πノ49戸 一[5腸/
(1一∫)躍]4陞*/dg,<0となるので,次 式 を得 る。
讐L。一舞 響 一歌 響 ・・
これ よ り,S=Oの 近傍で は,IBFの 来期 利潤がPMFの それ よ りも大 きい こ
とが 判明す る。 なぜ な ら,π」(0)=πp(O)が成 立す るか らであ る。 よって,労
働者 の相対 的交渉力 がゼ ロで はな くい くらか大 きい と き,IBFの 来期 利潤 は
PMFの それ よ りも大 きくな りうるので ある。 この ことは,IBFの 成長志 向が
PMFに 対 して戦略 的優位 を もちうることを表 している と言 えよ う。
m結 論
本 論文 では,Aoki(1984),Miyazaki(1984)によ って発展 され た 「内部 交
渉型企業」 のモデルを戦略的依 存関係 の存在す る複 占市場 のモ デルへ と拡張 し,
内部交渉 型企業が利潤最大化企.業よ りも高い成長 を志 向す ることお よび戦略的
優位性 を もち うるこ とを明 らかに した。 しか しなが ら,本 論文で提 示されたモ
デ ルは極 めて多 くの技術的仮定 に依存 しているこ とは否め ない。それゆ え,今
後 の分析 の方向性 としては,よ り一般的なフ レームワークでモ デル分析 を行 う
ことが必 要 とされ るであ ろ う。 また,本 論文 で は,IBFに お ける労働 者 の 目
的が内部昇進か ら得 られ る期 待効用の最大化で ある とされていたが,「労働 者
管理 企業」(LaborManagedFirm)の.文献 か らも示唆 され るよ うに,労 働 者
集団の 目的関数 として は他 にも様 々な ものが考 えられ る。 そこで,労 働 者の 目
的関数 の設定 の違いが結論 にどのよ うな影響 を与 えるのか を分析す る必要があ
る。 こうした問題 は今後の分析課題 としたい。
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